
【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成23年８月10日

【四半期会計期間】 第141期第１四半期（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

【会社名】 ＳＰＫ株式会社

【英訳名】 ＳＰＫ　ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　轟　富和

【本店の所在の場所】 大阪市福島区福島五丁目５番４号

【電話番号】 ０６（６４５４）２５７１

【事務連絡者氏名】 専務取締役管理本部長　　中田　陽市

【最寄りの連絡場所】 大阪市福島区福島五丁目５番４号

【電話番号】 ０６（６４５４）２５７１

【事務連絡者氏名】 専務取締役管理本部長　　中田　陽市

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

EDINET提出書類

ＳＰＫ株式会社(E02827)

四半期報告書

 1/17



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第140期

第１四半期連結
累計期間

第141期
第１四半期連結
累計期間

第140期

会計期間
自平成22年４月１日
至平成22年６月30日

自平成23年４月１日
至平成23年６月30日

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日

売上高（千円） 6,575,599 7,857,634 28,554,794

経常利益（千円） 259,935 294,936 1,125,806

四半期（当期）純利益（千円） 153,041 173,875 660,668

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
141,224 174,663 660,773

純資産額（千円） 10,217,687 10,687,786 10,604,798

総資産額（千円） 13,876,933 15,212,442 15,045,428

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
28.90 32.83 124.74

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 73.6 70.3 70.5

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。　

　  ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．第140期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

 

２【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社および子会社６社で構成され、自動車部品と産業機械車両部品の

国内販売および輸出入を主な事業内容としております。

　当第１四半期連結累計期間における、各セグメントに係る主な事業内容の変更と関係会社の異動は次のとおりであ

ります。

　

＜国内営業本部＞

　主な事業内容及び関係会社の異動はありません。

　

＜海外営業本部＞

　当第１四半期連結累計期間より、非連結子会社であったSPK SINGAPORE PTE.LTD.は、重要性が増したため連結の範囲

に含めております。主な事業内容の異動はありません。

名称 住所
資本金

又は出資金　
主要な事業
の内容

議決権の所有
割合（％）

関係内容

（連結子会社）　

SPK SINGAPORE PTE.LTD.
シンガポール S$28,000　卸売業　 100.0

当社仕入商品の販売先及び販

売情報の提供元、役員の兼任、

資金援助、債務保証

　　

＜工機営業本部＞

　主な事業内容及び関係会社の異動はありません。　
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。

（1）業績の状況　

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響による直接的な被害に加えて、自動車大手をは

じめメーカー部門に減産による深刻な影響が出ましたが、サプライチェーンの急速な復旧などから回復基調になり、個

人消費や設備投資に持ち直しの兆しが出てきている一方で、電力確保が大きな課題になってきました。加えて、米国の景

気回復の遅れや欧州の財政危機等による円高の影響が続いており、先行きの不透明感を払拭できない状況になっており

ます。

　その結果、当第１四半期の連結売上高は78億57百万円（前年同期比19.5％増）、利益面では、営業利益２億54百万円

（同6.4％増）、経常利益２億94百万円（同13.5％増）、四半期純利益１億73百万円（同13.6％増）となり、厳しい環境

の中でいずれも前年実績を上回りました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

（国内営業本部）

　国内営業本部においては、新車の販売台数の落ち込みにより中古車市場も停滞しましたが、従来通り自動車の機能・消

耗部品の販売に地道に取組み、環境に適した新規商材の開発・販売に努め、復興需要にも支えられました。その結果、売

上高は43億18百万円となり、前年同期比5.5％の増収となりました。

（海外営業本部）

　海外営業本部においては、円高の進行により厳しい環境が続いておりますが、アジアや北中南米を中心に受注の回復傾

向と共に、成約が向上してきました。また、当第１四半期において重要性が増したので、今期から海外現地法人であるSPK

SINGAPORE PTE.LTD.を連結対象にしました。その結果、売上高は27億46百万円となり、前年同期比47.8％の増収となりま

した。

（工機営業本部）

　工機営業本部においては、大震災の影響により４～５月にかけて主要納入先の生産が一部停止し、出荷額が減少するな

ど販売面での影響が出てきましたが、６月に入って主要業界各社共に増産基調となりました。その結果、売上高は７億92

百万円となり、前年同期比27.0％の増収となりました。 

　

（2）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の資産合計は152億12百万円となり、前連結会計年度末と比較して１億67百万円の増加

となりました。

　資産の部では、流動資産は136億22百万円となり、前連結会計年度末と比較して１億19百万円の増加となりました。こ

れは主に現金及び預金が３億40百万円減少しましたが、今期よりSPK SINGAPORE PTE.LTD.が連結対象に加わったこと

により売掛金が３億24百万円、および大震災の影響による部品メーカーからの供給に一部遅延が発生する懸念から仕

入を一時的に増やしたことにより商品が３億76百万円増加したことなどによるものです。

　固定資産は15億90百万円となり、前連結会計年度末と比較して47百万円の増加となりました。

　負債の部では、流動負債は38億９百万円となり、前連結会計年度末と比較して１億２百万円の増加となりました。こ

れは主に未払法人税等が２億90百万円減少しましたが、仕入の増加により買掛金が１億63百万円および海外現地法人

の連結に伴い短期借入金が２億63百万円増加したことなどによるものであります。

　固定負債は７億14百万円となり、前連結会計年度末と比較して18百万円の減少となりました。

　純資産合計は106億87百万円となり、前連結会計年度末と比較して82百万円の増加となりました。以上の結果、自己資

本比率は70.3％となり、前連結会計年度末と比較して0.2ポイント低下しました。
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（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　

①「持続する収益力」の維持・強化　

　・当社グループの最重要経営指標は売上高営業利益率（連結）であると捉え、4.5％を目標にします（前期は3.6％で　

　

　　す）。その目標達成と「持続する収益力」の維持・強化のため、営業利益率の向上と健全なバランスシートの維持

　　に努めております。

　・SPK創立百周年（2017年）に向けて「伝統ある新しい企業の進化」と「真の中堅企業の確立」を目指し、新たな挑

　　戦を始めております。

　・ぶれることのないSPK理念経営の下、役員・社員全員が危機感を共有し、一体感をもって難局に立ち向かいます。

　・あくまでも本業で勝ち抜くために、人材の育成と商品開発・販路の深掘に徹します。

②「高配当」を持続させる　

　・当社の企業目的は「豊かに永続する」ことです。90年を超える社歴への畏敬とすべてのステークホルダーへの感謝

　　の気持ちを念頭に、この企業目的を達成すべく「理念経営」を実践し、中長期的な視野に立って配当政策を実施し　

　　ております。

　・「増配の継続」を目標に経営にあたっております。前期（10年度）末配当は１円増配して、26円配当を実施しまし

　　た。通期では２円増配の51円配当です。

　・当期（11年度）の配当は中間、期末それぞれ１円増配し、通期では２円増配の53円配当を予定しております。これ　

　　が実現しますと、14期連続の増配となります。

　　過去の増配実績は以下のとおりです。　

年　度　 　97 　98 　99 00　　01 02　 03　　04 　05 　06 　07 　08 　09 　10

配当（円）　 　15 16　 21　　26 28　　30 　32 　34 　37 　40 　43 　47 　49 　51

　

（4）研究開発活動

　記載すべき事項はありません。

　

（5）従業員数

　当第１四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

　　

（6）生産、受注及び販売の実績

　当第１四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

　

（7）主要な設備

　当第１四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画の著　

しい変動はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

    普通株式 22,000,000

計 22,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年８月10日）

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 5,296,900 5,296,900
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株　

計 5,296,900 5,296,900 － －　　

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円)

平成23年４月１日～

平成23年６月30日
－ 5,296,900 － 898,591 － 961,044

　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】　

 平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

　無議決権株式 － － －

　議決権制限株式（自己株式等） － － －

　議決権制限株式（その他） － － －

　完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   　　　 700 － －

　完全議決権株式（その他） 普通株式    5,293,300 52,933 －

　単元未満株式 普通株式        2,900 － －

　発行済株式総数 5,296,900 － －

　総株式の議決権 － 52,933 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成23年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

　ＳＰＫ株式会社
大阪市福島区福島　　　五丁

目５番４号　
700 　　　　　－ 700 0.01

計 － 700 － 700 0.01

当第1四半期末現在（平成23年６月30日現在）の自己株式数・・・746株

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平

成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,585,076 3,244,244

受取手形及び売掛金 6,420,485 6,808,878

商品 2,457,391 2,833,489

繰延税金資産 144,102 91,872

関係会社短期貸付金 200,235 4,613

その他 715,204 681,810

貸倒引当金 △19,620 △42,548

流動資産合計 13,502,875 13,622,360

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 92,873 89,869

機械装置及び運搬具（純額） 4,176 8,159

土地 619,325 667,967

リース資産（純額） 37,504 34,473

その他（純額） 27,457 29,831

有形固定資産合計 781,337 830,301

無形固定資産

ソフトウエア 14,526 12,683

リース資産 190,542 179,040

その他 10,128 10,128

無形固定資産合計 215,197 201,852

投資その他の資産

投資有価証券 288,081 293,860

繰延税金資産 138,595 136,338

その他 122,697 128,230

貸倒引当金 △3,355 △501

投資その他の資産合計 546,018 557,927

固定資産合計 1,542,553 1,590,081

資産合計 15,045,428 15,212,442
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,804,323 2,972,331

短期借入金 － 263,753

未払法人税等 341,789 50,950

繰延税金負債 － 991

その他 561,035 521,803

流動負債合計 3,707,148 3,809,830

固定負債

退職給付引当金 466,470 460,863

長期預り保証金 64,676 65,362

長期未払金 24,941 24,257

その他 177,393 164,341

固定負債合計 733,482 714,825

負債合計 4,440,630 4,524,655

純資産の部

株主資本

資本金 898,591 898,591

資本剰余金 961,044 961,044

利益剰余金 8,658,583 8,740,784

自己株式 △999 △999

株主資本合計 10,517,219 10,599,420

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 85,562 91,604

繰延ヘッジ損益 2,016 575

為替換算調整勘定 － △3,813

その他の包括利益累計額合計 87,579 88,366

純資産合計 10,604,798 10,687,786

負債純資産合計 15,045,428 15,212,442
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 6,575,599 7,857,634

売上原価 5,562,760 6,757,106

売上総利益 1,012,838 1,100,528

販売費及び一般管理費 773,703 846,055

営業利益 239,135 254,473

営業外収益

受取利息 522 109

受取配当金 1,648 2,136

仕入割引 30,910 30,298

貸倒引当金戻入額 － 12,269

その他 6,335 16,282

営業外収益合計 39,417 61,096

営業外費用

支払利息 526 1,400

売上割引 16,671 18,741

その他 1,419 489

営業外費用合計 18,616 20,632

経常利益 259,935 294,936

特別利益

貸倒引当金戻入額 4,788 －

固定資産売却益 205 150

特別利益合計 4,993 150

特別損失

固定資産除売却損 19 24

災害による損失 － 982

特別損失合計 19 1,006

税金等調整前四半期純利益 264,909 294,081

法人税、住民税及び事業税 71,927 64,453

法人税等調整額 39,940 55,751

法人税等合計 111,868 120,205

少数株主損益調整前四半期純利益 153,041 173,875

四半期純利益 153,041 173,875
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 153,041 173,875

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △8,734 6,041

繰延ヘッジ損益 △3,082 △1,440

為替換算調整勘定 － △3,813

その他の包括利益合計 △11,816 787

四半期包括利益 141,224 174,663

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 141,224 174,663

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

　連結の範囲の重要な変更

　当第１四半期連結会計期間より、重要性が増したSPK SINGAPORE PTE.LTD.を連結の範囲に含めております。　

　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結累計期間

（自　平成23年４月１日

至　平成23年６月30日）

該当事項はありません。

 

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

　(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。　

　

　

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成23年６月30日）

　１.手形割引高及び裏書譲渡高  　１.手形割引高及び裏書譲渡高

輸出手形割引高 226,386千円

受取手形裏書譲渡高 606,613千円

輸出手形割引高 184,712千円

受取手形裏書譲渡高 496,653千円

　２.偶発債務

　　　保証債務

　　　連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対し、　　　　

債務保証を行っております。

　　　　保証先　ＳＰＫシンガポール（PTE）リミテッド

　２.偶発債務

　　　保証債務

　　　連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対し、　　　　

債務保証を行っております。

　　　　保証先　ＳＰＫビークルプロダクツＳＤＮ.ＢＨＤ

金額 258,097千円 金額 2,999千円（RM110千）

保証先　ＳＰＫビークルプロダクツＳＤＮ.ＢＨＤ  

金額 6,189千円（RM227千）  

　　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。　

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

減価償却費 13,676千円 減価償却費 24,202千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

　　　　　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年４月21日

取締役会
普通株式 132,407 25平成22年３月31日平成22年６月１日利益剰余金

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年６月30日）

　　　　　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年４月21日

取締役会
普通株式 137,700 26平成23年３月31日平成23年６月１日利益剰余金

　　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

 （単位：千円）

　 国内営業本部 海外営業本部 工機営業本部 合計

　売上高

　外部顧客への売上高

　

　4,092,969

　

　　　1,858,476

　

　　　624,153

　

　　　6,575,599

　セグメント間の内部売上高

　又は振替高
　　43,099 ― ― 　　　　43,099

計 　4,136,068　  　1,858,476　　　624,153　　　6,618,698

　セグメント利益 　　150,684 　　　44,358 　　　17,438 　　　212,480

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

利益 金額

　報告セグメント計

　一般管理費の調整額（1）

　全社営業外収益（2）

　営業外費用の調整額（3）

　　　　　　　212,480

　　　　　　　　2,183　　　

　　　　　　　 36,320

　　　　　　　　8,951

　四半期連結損益計算書の経常利益 　　　 　　　 259,935　　

（1）、（3）は各営業本部が負担する一般管理費及び営業外費用の配賦差異であります。

（2）は主に報告セグメントに帰属しない管理部門の営業外収益であります。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

 （単位：千円）

　 国内営業本部 海外営業本部 工機営業本部 合計

　売上高

　外部顧客への売上高

　

　4,318,324

　

　　　2,746,823

　

　　　792,487

　

　　　7,857,634

　セグメント間の内部売上高

　又は振替高
　 －        　　－     － 　　　　－

計 　4,318,324　 　 2,746,823　　　792,487　　　7,857,634

　セグメント利益 　　168,525 　　　28,324 　　　31,543 　　　228,394

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

利益 金額

　報告セグメント計

　一般管理費の調整額（1）

　全社営業外収益（2）

　営業外費用の調整額（3）

　　　　　　　228,394

　　　　　　　　△404　　　

　　　　　　　 56,288

　　　　　　　 10,658

　四半期連結損益計算書の経常利益 　　　 　　　 294,936　　

（1）、（3）は各営業本部が負担する一般管理費及び営業外費用の配賦差異であります。

（2）は主に報告セグメントに帰属しない管理部門の営業外収益であります。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。

　　

（金融商品関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

（有価証券関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

（デリバティブ取引関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 28円90銭 32円83銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（千円） 153,041 173,875

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 153,041 173,875

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,296 5,296

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　平成23年４月21日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

　（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・137,700千円

　（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・26円

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成23年６月１日

（注）平成23年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行っております。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年８月10日

ＳＰＫ株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川　一之　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 廣田　壽俊　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＳＰＫ株式会社の平

成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。 

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＳＰＫ株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上　　　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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